様式第３号（第７条関係）

事　業　計　画　書

１　設備内訳
ア　太陽光発電設備　□新設　□増設（既設置パネルの公称最大出力合計値　　　　kW）
	太陽電池モジュール
	型式
	公称最大出力(W）
	枚数
	合計

	
	
	　
	　
	Ｗ

	
	
	　
	　
	Ｗ

	
	
	　
	　
	Ｗ

	
	
	　
	　
	Ｗ

	製造者（メーカー名）
	

	太陽電池モジュール出力の合計(公称最大出力の合計値)
	(Ａ)
	ｋＷ

	パワーコンディショナーの定格出力の合計値
	(Ｂ)
	ｋＷ

	(A)または(B)のいずれか低いほう(小数点以下切り捨て)
	(Ｃ)
	ｋＷ

	工事費(税抜)
	(Ｄ)
	円

	設備費(税抜)
	(Ｅ)
	円

	業務費(税抜)
	(Ｆ)
	円

	太陽光発電設備設置に係る金額(税抜)　(D)+(E)+(F)
	(Ｇ)
	円



イ　蓄電池
	型式
	
	

	製造者（メーカー名）
	
	

	電池容量(小数点第２位以下切り捨て)
	(Ｈ)
	ｋＷｈ

	定格出力
	
	Ｗ

	工事費(税抜)
	(Ｉ)
	円

	設備費(税抜)
	(Ｊ)
	円

	業務費(税抜)
	(Ｋ)
	円

	蓄電池設置に係る金額(税抜)
 (I)+(J)+(K)
	(Ｌ)
	円

	基準額
蓄電池設置に係る金額(税抜)を電池容量で除した額　       (L)÷(H)
	(Ｍ)
	円/ｋＷｈ


　


２　補助対象経費内訳
	契約書記載額(税抜)　　　
	(Ｎ)
	円

	対象設備費用計　　　　　(Ｇ)+(Ｌ)
	(Ｏ)
	円

	その他費用　　　　　　　(Ｎ)-(Ｏ)
	(Ｐ)
	円

	本市以外の補助金の額　　
	(Ｑ)
	円

	補助対象経費　　　　　　(Ｏ)-(Ｑ)
	(Ｒ)
	円



３　補助金交付申請額*2
	対象設備
	仕　様
	交付申請額(円)

	ア　太陽光発電設備
	(Ｃ)×
	□５万円
	

	イ　蓄電池
	(Ｈ)×
	□５万円
[bookmark: _GoBack](上限額は100万円又は補助対象経費の1/3(千円未満を切り捨てた値)のいずれか低い額)
	

	合　計
	
	

	＊2 リース、ＰＰＡによる場合は、サービス料金から交付金額相当分が控除されていること及び本事業により導入した設備等について法定耐用年数期間満了まで継続的に使用するために必要な措置等を証明できる書類を添付すること。



４　工事予定　（補助金の交付決定前に工事に着手した場合、補助対象外）
	工事着工予定日
	年　　　　月　　　　日

	工事完了又は引渡予定日
	年　　　　月　　　　日



５　電力の発電量及び消費量の計画書（年間）
	発電想定量・・・・①
	ｋＷｈ

	自家消費想定量・・②
	ｋＷｈ

	余剰売電想定量
	ｋＷｈ

	過去１年の電気使用量
(新築で事業所を建設の場合は記入不要）
	ｋＷｈ

	自家消費率　②／①×100
	％

	従業員数
	人
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